様式第３号（第８条関係）

従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面

年　　月　　日　

（宛先）伊勢崎市長

　　　　　　　　　　　申請者　所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　名称又は屋号
　　　　　　　　　　　　　　　代表者の役職・氏名

賃上げの方針について、次のとおり従業員に対する表明を行いましたことを証します。
・当社事業年度（令和　年　月　日から令和　年　月　日まで）〔注１・２〕
において、従業員の給与支払総額を、直近の確定申告書で記された総額
〔注３〕と比較して　　　　　　　％〔注４〕以上増加すること
・賃上げ後の給与水準を１２箇月以上継続すること



上記の賃上げ方針について、我々従業員は令和　　年　　月　　日に
という方法によって、代表者より表明を受けました。


年　　月　　日
従業員代表〔注５〕
（署名又は記名・押印）


（記載上の注意）
１．法人は事業年度、個人事業主は暦年での賃上げ方針について記載してください。
2． [bookmark: _Hlk230109245]法人の場合、補助金申請日を含む事業年度（今期）又はその翌事業年度（次期）における賃上げ方針について記載してください。
3． 賃上げ方針において、比較元となるのは、直近の確定申告書で記された給与支払総額（１２箇月分）になります。
4． 賃上げ方針において、給与総額を引き上げる割合については、小数点第１位まで記載してください。
5． 署名等を行う従業員は、伊勢崎市内の事業所等に勤務する者としてください。
別紙
	賃上げ計画

	(1)賃上げに向けた取組方針

	




	(2)賃上げ区分（該当するものを選択してください。）

	☐ベースアップ　☐定期昇給　□一時金等　□その他

	(3)賃上げ月（今期または次期事業年度内）

	　　　　　年　　月　　実施済み・予定

	(4)賃上げ対象者（該当するものと人数を記入してください。）

	☐正社員（　　人）　☐契約社員（有期雇用）（　　人）
☐パート・アルバイト(　　人)　☐その他（　　　　　）（　　人）

	(5)賃上げ計画

	（単位：千円）
	　
	直近の確定申告書の
給与支払総額(A)
	増加率(％)=賃上げ表明率
((B-A)/A)×100
	今期または次期事業年度の給与見込総額(B)

	給与総額※１
	
　　　　　　　千円
	　　　　　　　
　　 ％
	
千円


給与総額については、申請書の添付資料（確定申告書等）により確認します。

※１給与総額とは、常時使用する全従業員（非常勤を含む）に支払った給与等であり、給料、賃金、賞与のほか各種手当等を含みます。ただし、福利厚生費、法定福利費や退職金は除きます。また、役員報酬も含まれません。
　　常時使用する従業員とは、事業に従事する者です。ただし、次のいずれかに該当する者は除きます。
会社役員、個人事業主及びその家族従業員（同一生計者で３親等以内の親族をいう）、日々雇い入れられている者、２か月以内の期間を定めて使用されている者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用されている者、試用期間中の者。ただし、会社役員及び家族従業員のうち、雇用契約を締結している場合はその限りではありません。




